
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      917】

交通対策管理経費 企画課　企画係

01 自然・環境

01 人と自然の共生

平成16年度 ― 継続 単独

野幌森林公園内基線道路の一般車両通行者（江別市民）

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 江別市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２

野幌森林公園内基線道路の入り口等に一般車両の通行抑制を促す看板を設置し、その効果を検証するために交通量を測
定する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 通行抑制看板設置数 枚 4 4 4 4

活動指標２ 交通量調査 回 1 1 1 1

自然環境の保全を図るため、一般車両の通行を抑制する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 交通量（自動車） 台 20 17 11 11

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

27 31 33 63

1,144 1,141 1,141 1,152

1,171 1,172 1,174 1,215

・交通量調査（年１回） ・交通量調査経費　　　　３２千円
・関係車両証更新経費　　　１千円（隔年実施）

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

野幌森林公園の環境保全、公園散策者の安全確保の観点から、平成16年に基線の入口等に一般車両の通行量抑制の
ための看板を設置するとともに、毎年交通量調査を実施し効果を検証している。

看板設置により、交通量は年々減少している。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

通行抑制看板を設置して以来、一般車両の通行は減少しており、取り組
みの成果は上がっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

取組みを継続することで、一般車両のさらなる減少をが見込まれる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

必要最低限の費用で実施している。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      326】

都市景観創出事業 都市計画課　計画係

05 都市基盤

01 市街地整備の推進

昭和62年度 ― 継続 単独

・市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２

・企画展の開催（休止中）と景観パンフレットの発行により、景観に関する啓発・情報発信を行う。
・３年毎に都市景観賞を開催し、市民や企業などによる優れた景観創出・活動に対する表彰を行う。
・市内の景観資源の周知を目的として、３年毎に都市景観フォトコンテストを開催する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 景観イベントの開催日数 日 0 239 175 0

活動指標２

・都市景観に対する意識の高揚と、江別らしい景観づくりへの理解と関心を高める。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 都市景観賞受賞件数 件 60 60 63 63

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 101 421 1,121

0 1,521 1,521 1,537

0 1,622 1,942 2,658

都市景観賞の開催 都市景観賞開催経費　421千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

都市景観の向上と快適な都市環境を創り出すため、景観に対する意識の高まりを図ろうとの目的で開始された普及
啓発事業である。

主に景観パネルの展示や都市景観賞受賞物件などを紹介する企画展については、参加者数が減少傾向となり、景観
の普及啓発効果が薄くなってきていることから、令和２年度から同企画展の開催は休止し、市のホームページやＳ
ＮＳを活用した景観の普及啓発に努めることとする。
一方、令和元年度の都市景観賞は、前回（平成２８年度）を超える応募があり、また令和３年度に開催した第２回
都市景観フォトコンテストの応募作品数についても、前回（平成３０年度）から大幅に増加するなど、市内の景観
資源について市民に認知・評価されてきている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和４年度は都市景観賞の開催年であり、多数の応募物件から３件の物
件が受賞し、成果指標は向上している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

フォトコンテストの開催やＳＮＳを活用した景観イベントのＰＲを継続
することにより、市民の景観に関する意識の向上につながり、今後も都
市景観賞の応募数の維持・向上が期待できるものと考えられる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

都市景観賞やフォトコンテストなどの景観イベントの開催にあたっては
、ＳＮＳ等を活用したＰＲや応募受付を行うなど、既に可能な限りコス
ト削減が図られている。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6273】

定住促進事業 政策推進課参事（シティプロモート・住環境活性化）

05 都市基盤

01 市街地整備の推進

令和元年度 ― 継続 補助 奨励的補助

市民及び移住検討者

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 日本総人口 千人 125,880 125,502 124,947 124,830

対象指標２

・定住に関する相談窓口の対応を行う。
・地域イベントへの参加や自治会などのコミュニティとの交流を行う。
・地域の魅力について情報収集、発信を行う。
・移住を促すため、首都圏及び札幌市でPR活動を行う。また、北海道を中心とした道内市町村との広域連携事業である
移住支援事業を実施する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 定住等PR活動回数 回 7 7 8 7

活動指標２ まちづくり活動等の事業数 回 3 3 3 3

市内での居住維持や子育て世代の移住が促進される。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 定住に関する相談対応件数 件 48 48 81 70

成果指標２ ホームページアクセス数（年間） 件 11,981 34,954 35,282 33,136

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

2,674 3,310 3,819 6,653

7,629 7,607 7,604 7,683

10,303 10,917 11,423 14,336

・移住相談対応（対面・メール・オンライン等）
・首都圏移住フェアでのＰＲ
・地域おこし協力隊による地域ＰＲ活動

・首都圏移住フェア旅費　　106千円
・地域おこし協力隊報酬　2,585千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

少子高齢化による人口減少が進む中、地域コミュニティの維持にとって市内居住者と市外からの移住・転入者の定
住・定着が求められている。

市内居住者が除雪等の負担で住居の維持ができない、施設等に入所するなどの理由で市外転出が続いている。
若年層を中心とした地方から東京圏への転出超過が続く中、積極的な東京一極集中の是正が求められている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

ホームページ経由の問い合わせや、首都圏移住フェアでの相談対応等、
道内外からの相談件数は増加している。
新型コロナウイルスの影響により、地方移住への関心の高まりが背景に
あると推測している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

地方移住への関心の高まりもあり、江別市の魅力を更にＰＲすることで
相談件数が伸びる余地がある。
東京一極集中への対応は、引き続き、北海道や関係団体と連携していく
中で、成果向上を目指す。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

現在の事業費は、地域おこし協力隊の報酬や事務費等の活動経費、北海
道移住交流促進協議会の負担金等であり、削減は困難である。

ある

▼

なし

企画-6



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      281】

生活バス路線等運行補助事業 政策推進課参事（公共交通）

05 都市基盤

02 交通環境の充実

― ― 継続 単独 事業補助

生活バス路線等事業者

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ バス路線数（系統数） 系統 29 29 29 29

対象指標２

・「江別市生活バス路線運行費補助金交付要綱」に基づき、国や道の補助対象とならない市内完結バス路線を対象とし
て、運行費の収支差に対する補助金を予算の範囲内で交付する。【8割が特別交付税の対象】

・国補助金の対象になっているが、利用の減少により国補助の一部がカットされてしまった夕張鉄道㈱のバス路線に対
し、沿線自治体と協調して補助を行う。【8割が特別交付税の対象】

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 補助金額 千円 38,448 33,452 39,768 45,292

活動指標２ 補助対象バス路線数 路線 2 2 4 4

・生活バス路線等の運行が維持される。
・交通弱者の移動の利便性が確保される。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ バス路線の廃止数（系統数） 系統 0 0 0 0

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

38,448 33,452 39,768 45,292

2,289 2,282 2,281 2,305

40,737 35,734 42,049 47,597

バス路線運行費に対し補助金を支出 ・江別２番通線　24,134千円
・野幌見晴台線　13,872千円
・札幌線（夕張）   770千円
・札幌線（栗山）   689千円 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

当初は国・道との協調補助のみだったが、平成１３年度から市単独補助要綱を制定。

・路線バスの利用者数の減少傾向が継続している。
・利用者の減少に伴い、４系統（江別２番通線のうち２系統、江別線及び大麻団地線のうちそれぞれ１系統）が平成２７年３月末で廃止された。
・利用者の減少に伴い、１系統（当江線）が平成２８年３月末で廃止された。
・江別市地域公共交通再編実施計画に基づき平成３０年１０月より、江別４番通線（２系統）、江別錦町線（３系統）が廃止され、野幌見晴台線
（４系統）が新設された。
・利用者の減少に伴い、１系統（江別線（夕張鉄道））が令和元年９月末で廃止された。
・ジェイ・アール北海道バスの運行系統増設に伴い、２系統（大麻団地線及びゆめみ野線）が令和２年４月より増設された。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

補助金により、バス路線の維持確保に繋がっていると理解しているが、
利用者数の減少や運行事業者における乗務員の不足などにより、路線の
維持は依然として難しい状況にある。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

バス路線を維持するためには、赤字対策の補助制度は重要である一方で
、利用者数の減少が続いていることや、バス事業者においても乗務員の
確保が難しくなってきているなど、路線の収支以外でも厳しい状況があ
る。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

赤字バス路線に対する補助金の削減は、バス路線の廃止や減便に直結す
る恐れがある。

ある

▼

なし

企画-8



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      283】

豊幌駅舎共同管理経費（補助金） 政策推進課参事（公共交通）

05 都市基盤

02 交通環境の充実

昭和59年度 ― 継続 単独 事業補助

豊幌地区の住民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 豊幌地区の人口 人 2,626 2,607 2,624 2,624

対象指標２

「豊幌駅業務運営費補助要綱」に基づき、豊幌駅の管理運営を行う自治会に対し、当該管理運営経費の一部を予算の範
囲内で補助する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 補助金額 千円 550 550 550 550

活動指標２

豊幌駅に管理人が配置されることにより、駅利用者の利便性・安全性が確保される。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 豊幌駅の利用に関する苦情件数 件 0 0 0 0

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

550 550 550 550

763 761 760 768

1,313 1,311 1,310 1,318

駅業務運営に対し補助金を支出 駅業務運営への補助金　550千円

 4年度
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昭和５９年の無人化に伴い、江別市が費用の一部を負担して管理人を置くこととなった。

・市の補助金は平成１３年度に５１０千円から５５０千円に増額している。
・平成１８年度にはプラットホームに屋根付きの待合所が数箇所設置され、利便性の向上が図られた。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

駅舎の管理人を定期的に確保できており、それにより利用者が安心して
利用できる状態になっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

駅舎の管理については、ＪＲ北海道と自治会との間で締結している契約
が主体であり、利用者が安心して利用できるよう現在の状況を維持する
。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

補助金の減額は、管理人の継続確保等に支障をきたす可能性が高い。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     1059】

公共交通利用促進対策事業 政策推進課参事（公共交通）

05 都市基盤

02 交通環境の充実

平成25年度 ― 継続 単独

市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２

・平成30年度に策定した地域公共交通網形成計画に基づき、路線バスの利用促進、江北地区及び豊幌地区デマンド型交
通運行事業の支援等を行う。
・計画期間が終了する地域公共交通網形成計画の次期計画策定のため、アンケートなど必要な調査等を行い、江別市地
域公共交通活性化協議会における協議を経て次期計画案を作成する。
・市民に対して、市ホームページ・広報誌による情報発信を引き続き行う。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 利便性向上や利用促進等のために行った事業数 件 4 4 4 4

活動指標２

交通機能を維持・確保することに加え、情報提供の強化等を図ることにより利用が促進される。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ バス輸送人員 千人 385 356 420 562

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

2,153 3,097 11,831 6,040

10,681 9,889 9,885 11,525

12,834 12,986 21,716 17,565

・次期公共交通計画策定に向けた調査等の実施
・地域公共交通活性化協議会等開催
・バス路線マップ等作成
・市ホームページや広報誌による周知・利用啓発

・次期公共交通計画案作成に係る負担金　7,231千円
・江北地区デマンド型交通補助金　　　　  945千円
・豊幌地区デマンド型交通補助金　　　　2,283千円
・地域公共交通活性化協議会等開催　　　　382千円
・バス路線マップ等作成　　　　　　　　　614千円

 4年度
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事業を取り巻く環境変化
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理由

根拠
理由
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バスの利用減少が進み、公共交通の課題解決に向けた検討が必要な状況にある。

・野幌駅の高架化及び周辺整備に伴い、駅を中心とした交通機能の向上や利便性向上に向けて、新たなバス路線の
運行など具体的な取組をする必要がある。
・道路運送法に基づき、市、事業者、学識経験者等を構成員として設置していた地域公共交通会議を拡充して、平
成２８年度に、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく地域公共交通活性化協議会を立ち上げた。当
該協議会において、持続可能な公共交通の実現のため、市内全体のバス路線再編に向けた協議を行い、平成３０年
度に江別市地域公共交通網形成計画及び江別市地域公共交通再編実施計画を策定し路線再編を行った。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

自家用車の普及に伴うバス利用者の減少、路線収支の悪化や事業者にお
ける乗務員不足等により路線バスの減便などが続いている。また、昨今
のコロナ禍の影響によりバス輸送人員が大幅に減少している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

地域公共交通活性化協議会において、利便性向上や利用促進等も検討し
、計画策定及び実施することにより、成果が向上する余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

事業者との連携や国などの補助等により、コスト削減の余地はある。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     7028】

一般旅客自動車運送事業者等支援事業（物価高騰対策） 政策推進課参事（公共交通）

05 都市基盤

02 交通環境の充実

令和 4年度 令和 4年度 新規 補助 政策的補助

市内で営業・運行する一般旅客自動車運送事業者等

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 対象事業者数 社 0 0 61 0

対象指標２

事業者の申請に基づき給付金を支給する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 給付金額 千円 0 0 32,750 0

活動指標２

新型コロナウイルス感染症拡大や原油価格、物価高騰の影響を受ける一般旅客自動車運送事業者等に対し支援を行うこ
とで、市民にとって重要な交通サービスが守られる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 給付金交付件数 件 0 0 61 0

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 32,762 0

0 0 1,521 0

0 0 34,283 0

一般旅客自動車運送事業者等に対して給付金を支給
①乗合バス事業者
　基礎額720万円＋登録台数×10万円
②貸切バス事業者　
　登録台数×10万円
③タクシー、運転代行事業者
　登録台数×5万円

給付金額  32,750千円
郵送費用      12千円

 4年度
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新型コロナウイルス感染症拡大や、原油価格・物価高騰の影響を大きく受けている当該事業者に対し、十分な感染
症対策及び供給体制の維持確保が図れるよう支援する必要性が生じた。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により公共交通等の利用者数は減少しており、さらに、感染症対策経費や原
油価格・物価高騰が経営の大きな負担となっている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

事業者が新型コロナウイルス感染症対策等を講じて事業運営を継続でき
ているため。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

国の臨時交付金を財源としており、事業期間が限定的であるため。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

国の臨時交付金を財源としており、事業期間が限定的であるため。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      560】

大学連携調査研究助成事業 企画課　企画係

08 協働

01 協働のまちづくりの推進

平成21年度 ― 継続 単独 政策的補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）の教員及び教員を中心
とした団体。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市内４大学所属教員数（短大含む） 人 469 473 477 477

対象指標２

市内４大学に所属する教員が行う江別市の課題解決や地域活性化に貢献する調査研究事業に対し、大学連携調査研究事
業補助金を交付する。なお、対象は第６次江別市総合計画の「えべつ未来戦略」に関わる事業等とする。
【根拠要綱】江別市大学連携調査研究事業補助金交付要綱
【補助率及び上限額】補助対象経費の全額又は一部について、1,000千円を上限に補助

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 補助事業件数 件 3 6 7 3

活動指標２

補助金の交付により、市内４大学の教員及び教員を中心とした団体が、地域の解題解決につながる具体性・実用性の高
い調査研究を実施できるようにする。また、大学の優れた研究等を地域の課題解決に生かすため、教員等の関心を高め
る。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 補助事業申請件数 件 3 6 7 3

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

1,260 2,036 1,770 2,050

3,052 3,043 3,042 2,305

4,312 5,079 4,812 4,355

・市内４大学に所属する教員が行う江別市の課題解決や地
域活性化に貢献する調査研究事業に対し、大学連携調査研
究事業補助金を交付する。
・前年度の補助事業について、報告会を開催する。
【令和４年度採択事業】
・小中学校でのストレスチェックリスト活用に関する研究
・ユニバーサルデザイン等を活用した暮らしの情報の普及
促進に関する研究　　　など

・江別市大学連携調査研究事業補助金　
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６７０千円
・えべつ未来づくりプラットフォーム負担金　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００千円 4年度
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Ｈ21.2　「江別市・大学・江別商工会議所による包括連携・協力に関する協定書」締結
Ｈ21.7　大学連携調査研究事業補助金創設

Ｈ23.4　酪農学園大学短期大学部学生募集停止

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

補助事業の申請件数は年々増加しており、江別市の課題解決や地域活性
化につながる調査研究が進んでいる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

研究結果を広く周知することで、市内４大学の教員及び教員を中心とし
た団体の関心を高めることができる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

補助金が事業費の大部分を占めているため、事業費の削減は困難であ
る。

ある

▼

なし

企画-16



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6135】

大学連携学生地域活動支援事業 企画課　企画係

08 協働

01 協働のまちづくりの推進

平成22年度 ― 継続 単独 政策的補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）に所属する学生団体

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市内４大学に在学する学生数（短期大学部含む） 人 10,452 10,675 10,688 10,688

対象指標２

市内４大学に所属する学生団体が行う地域住民とのふれあいや、まちづくりに関する自主的な取組（環境活動、地域福
祉、教育及び文化、観光及び産業、その他まちづくりに関する事業）に対し、補助金を交付する。
【根拠要綱】江別市大学連携学生地域活動支援事業補助金交付要綱
【補助率及び上限額】補助対象経費の全額又は一部について、100千円を上限に補助

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 補助事業件数 件 2 5 2 4

活動指標２

市内４大学に在学する学生が、江別市民の一員としての意識を持つことが地域と大学による協働のまちづくりにつなが
ることから、補助金の交付により、学生が自主的に、地域住民とのふれあいやまちづくりに関する取組を実施できるよ
うにする。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 補助事業申請件数 件 3 5 2 4

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

157 377 113 400

3,815 3,804 3,802 2,305

3,972 4,181 3,915 2,705

市内４大学に所属する学生団体が行う地域活動等に対
し、補助金を交付する。
【令和４年度採択事業】
・とうふかす堆肥の製造
・安心安全のまちづくりのためのこども110番の家マ
ップ化計画

・江別市大学連携地域活動支援事業補助金　
　　　　　　　　　　　　　　　１１３千円

 4年度
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Ｈ21.2　「江別市・大学・江別商工会議所による包括連携・協力に関する協定書」締結
Ｈ21　大学連携調査研究事業補助金創設
Ｈ22　大学連携学生地域活動支援事業補助金創設
Ｈ26　えべつ未来づくり学生コンペティション実行委員会立ち上げ

Ｈ23.4　酪農学園大学短期大学部　学生募集停止

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

補助事業申請件数は減少しているものの、毎年一定数の応募があること
から、市内４大学の学生が地域に関心を寄せているといえ、計画通りに
成果が上がっていると判断できる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

当事業は平成２２年度から実施しており、過去の実績や学生への周知な
どにより事業が理解されてきている。
今後、更なる申請件数の増加により、事業の質の向上につながる可能性
があることから、成果向上の余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

市内４大学の学生が行う自主的な地域活動等に対し補助金を交付する事
業であり、採択事業決定までの手続きの簡略化、事務の見直しを行って
きていることから、コストの削減は困難である。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6200】

学生地域定着自治体連携事業 企画課　企画係

08 協働

01 協働のまちづくりの推進

平成27年度 ― 継続 補助

市内４大学（酪農学園大学、北翔大学（短期大学部を含む）、札幌学院大学、北海道情報大学）に所属する学生

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市内大学に在学する学生数（短期大学部含む） 人 10,452 10,675 10,688 10,688

対象指標２ 協議会加入自治体数 団体 8 8 8 8

連携自治体（江別市、芦別市、赤平市、三笠市、南幌町、由仁町、長沼町、栗山町）へ市内４大学の学生を就業・定住
させることを目的に組織された学生地域定着推進広域連携協議会を運営し、市内で実施する地域活動プログラム（イン
ターンシップ、ワークショップ、地域イベント参画など）に学生が参加するための支援を行う。支援の手段は、学生と
地域活動プログラムのマッチングほか、交通費の支給など。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 地域活動等実施プログラム数 件 4 29 71 70

活動指標２

市内４大学の学生が地域の魅力を知り、将来的な市内での就業・定住につなげるために、地域活動プログラムに参加す
る学生の増加を図る。また、協議会の運営を通じて、当市以外の連携自治体への就業・定住についても実現を図る。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 市内の地域活動等に参加した延べ学生数 人 42 144 387 400

成果指標２ 参加者のうち市内へ就業した者の人数 人 3 2 1 3

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

2,933 3,176 3,962 3,971

7,629 7,607 9,885 9,988

10,562 10,783 13,847 13,959

・学生地域定着推進広域連携協議会の運営
・学生地域活動プログラム参加支援

・学生地域定着推進広域連携協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　３，６６５千円
・一般委託料　　　　　　　　　　　　２９０千円

 4年度
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根拠
理由

根拠
理由
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原
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　若い世代の首都圏や札幌など、大都市圏への流出が課題となっている中、当市においても大学卒業後に市内企業
等への就職者が少なく、市外への流出が顕著である。
　このため、４大学１短大があり約１万人の学生が在学している地域特性を生かして、道内自治体や市内関係団体
と連携して、「学生地域定着推進広域連携協議会」を平成２７年１２月に設立し、学生の就職や定住等、地域への
定着を目的として、学生の地域活動等と受入先とのマッチング、活動支援を行うこととした。

　平成２７年度の学生地域定着推進広域連携協議会の設立、試行プログラムの実施を経て、平成２８年度から本格
実施。事業展開に伴い、関係団体や企業等の本事業に対する理解が深まりつつある。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

新型コロナウイルス感染拡大の影響が残る中ではあるが、地域イベント
も徐々に再開しており、地域活動に参加した延べ学生数はコロナ禍前に
近い実績値まで上がっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

事業の継続により事業ノウハウが蓄積されることや、学生インターンシ
ップの受け入れ企業が増加することで、学生の卒業後の地域定着が促進
される。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

事業費は協議会の負担金であるため、削減は困難であるが、事業の継続
により、地域定着につながるプログラムの効率的な構築等ができるため
、運営にかかるコスト（時間）を削減できる可能性がある。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6948】

大学生等地域関係促進事業 企画課　企画係

08 協働

01 協働のまちづくりの推進

令和 2年度 ― 継続 補助

市内大学生

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市内大学生 人 10,452 10,675 10,688 10,688

対象指標２

・市内４大学内に江別ＰＲブースを設置して、江別市に関する情報を発信する。
・地域交流会等を開催し、若手経営者や就業者等と大学生との繋がりを創出する。
・えべつファンスマホアプリを活用した情報発信を行い、アプリ登録者を獲得する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 地域交流会等実施回数 回 1 28 94 10

活動指標２ 江別ＰＲブース情報発信点数 点 162 249 164 100

・市の認知度の向上や愛着心が育成される。
・卒業後においても市との繋がりが維持され関係人口が創出される。
・20代前半の転出抑制や将来の定住促進が図られる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 地域交流会等参加者数 人 11 117 226 100

成果指標２ えべつファン登録者数（累計） 人 10 386 863 1,200

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

9,768 9,884 9,652 5,351

3,814 3,804 3,802 3,842

13,582 13,688 13,454 9,193

・EBETSUto運営事務局の設置
・地域交流会等の実施
・バスツアーの実施

・EBETSUto運営人件費　　　　　　8,196千円
・パンフレット及び動画制作費用　152千円
・地域交流会等実施費用　　　　　409千円
・スマホアプリ運営費用　　　　　484千円
・バスツアー実施費用　　　　　　242千円

 4年度
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　江別市の若者流出の主要因として、市内４大学に約１万人いる大学生の多くが卒業後に札幌市や東京都などの大
都市へ転出してしまうことがあげられる。
　本事業では、国の交付金を活用し、市内大学生に在学中から「江別の認知度」と「江別への愛着」を高めて、え
べつファン登録を増やし、大学卒業後も江別に関心を持ち続けてもらうほか、江別市の地域活動への参加や企業で
の副業兼業などにより、江別市の関係人口として関係性を維持する取組を行っていく。

　大学の協力の下、大学構内での対面によるＰＲを行ったほか、スマホアプリを周知するためのブースを設置する
など、様々な機会を捉えてＰＲ活動を実施した結果、成果指標は順調に伸びている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

成果指標である地域交流会等参加者数及びえべつファン登録者数は順調
に増加している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

本事業は令和２年度に開始した事業であり、市内大学生や大学職員等へ
の認知度は向上の余地がある。まずは本事業に対する認知度を高め、興
味関心の高い取組に参加していただき、大学卒業後も江別市に関わりを
持ち続けてもらうための事業を実施していく。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業は、国のデジタル田園都市国家構想交付金を活用した事業である
が、交付金の交付を受ける中で、事業の自走化が求められているため、
自走化の検討・実施によりコスト削減の可能性はあると考える。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      541】

行政改革推進事業 政策推進課　主査（政策推進）

09 計画推進

01 自主・自立の市政運営の推進

平成13年度 ― 継続 単独

市職員

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市職員数 人 1,146 1,141 1,147 1,147

対象指標２

・行政改革大綱に基づく行政改革推進計画を実施する。
・行政改革推進委員会を開催し、行政改革推進計画に関する助言、及び次期行政改革大綱の改訂に向け意見を求める。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 行政改革推進委員会開催回数 回 3 3 3 5

活動指標２ 行革関連事業等開催回数 回 11 31 40 20

・市職員が高い意識を持って、行政改革に取り組んでいる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 行政改革取組項目数 件 23 23 23 23

成果指標２ 行革関連事業参加者数 人 109 278 283 249

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

117 119 112 449

3,815 3,804 3,802 3,073

3,932 3,923 3,914 3,522

行政改革推進委員会の開催 行政改革推進委員会開催経費　112千円
（委員会報償費　110千円、会場使用料　2千円）

 4年度
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市では、平成１４年に改定された「行政改革大綱」において、「行政改革推進計画」を策定し、大綱で示す基本方
針の具体的な取組の推進を図ることとした。
このことに併せて、「行政改革推進計画」進行管理と職員の意識向上を図るため、本事業を開始した。

平成１４年度　「江別市行政改革大綱（Ｈ１４～Ｈ１６）」改定、「江別市行政改革推進計画（Ｈ１４～Ｈ１６）
」策定
平成１７年度　「江別市行政改革大綱」改定、「江別市行政改革推進計画（Ｈ１７～Ｈ２２）」策定
平成２６年度　「江別市行政改革大綱」改定、「江別市行政改革推進計画（Ｈ２６～Ｈ３０／Ｒ元～Ｒ５）」策定

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和元年度に策定した「江別市行政改革推進計画」に基づき、本計画に
掲げる取組項目・指標を計画的に実施することで、職員の行政改革に対
する意識が向上してきていると考える。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

「江別市行政改革大綱」に基づき「江別市行政改革推進計画」の着実な
実施を図るため、取組項目の進捗状況を把握・検証することにより、成
果を向上させる余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業は、必要最低限の経費に縮小しており、コスト削減は困難である
。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      554】

行政評価・外部評価推進事業 政策推進課参事（総合計画・総合戦略）

09 計画推進

01 自主・自立の市政運営の推進

平成16年度 ― 継続 単独

・市職員
・市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市職員 人 1,146 1,141 1,147 1,147

対象指標２ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

・評価表の作成など、事務事業を基礎とする行政評価を行う。
・行政評価にかかる指標把握等のため、市民アンケート調査を実施する。
・行政評価を行う職員の技能向上を目的として、庁内説明会等を開催する。
・学識者・有識者、市民公募委員などから構成される行政改革推進委員会を開催し、市が自ら行った行政評価（内部評
価）に対して、外部評価を行うとともに、その結果を公表する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 行政評価説明会等開催回数 回 1 1 1 1

活動指標２ 行政改革推進委員会開催回数（令和4年度まで） 回 3 3 3 0

・行政評価の手法を用いて、ＰＤＣＡサイクルによる総合計画の推進が図られる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ まちづくり政策にかかる成果指標の目標達成割合 ％ 86 77.6 71.2 100

成果指標２ 計画的に成果が上がっている事務事業の割合 ％ 61.4 65.6 83.2 100

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

1,971 1,902 1,852 2,058

7,629 2,282 2,281 2,305

9,600 4,184 4,133 4,363

まちづくり市民アンケートの実施 まちづくり市民アンケート実施経費　　1,852千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

平成１６年度スタートの第５次総合計画の策定に伴い、PDSサイクルなどの新しい手法を取り入れ、上位貢献をはじ
めとした統一的な視点で行政の検証・見直しを行うシステムとして導入した。

平成２６年度からの第６次総合計画「えべつ未来づくりビジョン」からは、行政評価をベースとしたマネジメント
サイクルをＰＤＳサイクルからＰＤＣＡサイクルへ見直しを行い、総合計画の継続的な向上をめざしながら進行管
理を行っている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

新型コロナウイルス感染症の流行等を受け、令和２年度及び３年度に成
果指標が低下したが、「計画的に成果が上がっている事務事業の割合」
は令和３年度と比較すると向上しており、各事務事業の検証・見直しが
行われている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

行政評価の手法により、各施策や事務事業の積極的なスクラップアンド
ビルドを行うことで更なる成果の向上が期待されるほか、外部の視点を
取り入れることによる成果の向上も期待される。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業は行政評価及び外部評価を実施する上で必要最低限度の内容にて
実施しているため、コストの削減は困難である。

ある

▼

なし

企画-26



事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6983】

行政デジタル化推進事業 デジタル政策室（行政デジタル化）

09 計画推進

01 自主・自立の市政運営の推進

令和 4年度 ― 新規 補助

・市職員
・市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市職員 人 0 0 1,147 1,147

対象指標２ 市民 人 0 0 119,333 119,333

・行政手続のオンライン化の推進
・デジタル技術やデータ、ＡＩ等の活用

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 業務システム数 システム 0 0 2 2

活動指標２

デジタル技術の活用により、住民の利便性向上や職員の業務効率化を図り、行政サービスの向上に繋げる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ システムを使用する課等の数 課 0 0 38 38

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 4,937 11,703

0 0 7,604 7,683

0 0 12,541 19,386

・行政手続のオンライン化推進
・会議録作成音声認識支援システム導入

・申請管理システム導入経費及び利用料　4,841千円
・会議録作成音声認識支援システム利用料　 96千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

令和2年12月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議決定及び「自治体デジタル・トランスフォー
メーション（ＤＸ）推進計画」が策定され、自治体においては「行政サービスのデジタル技術やデータの活用によ
る住民の利便性の向上」や「デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更
なる向上に繋げていく」ことが求められている。

・『骨太の方針2022』において「自治体ＤＸ計画改定により、国の取組と歩調を合わせた地方自治体におけるデジ
タル化の取組を推進する」とされたことを受け、自治体ＤＸ推進計画は、令和4年9月に『デジタル社会の実現に向
けた重点計画』『デジタル田園都市国家構想基本方針』（令和4年6月閣議決定）において国が掲げる理念や支援策
等を盛り込む改定が実施された。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和4年度に会議録作成音声認識支援システム及び申請管理システムを新
規導入したため。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

行政手続のオンライン化の推進や、業務効率化に資するソリューション
の導入を進めること等で成果の向上が期待される。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

本事業は、必要最小限度のコストで実施している。しかし、デジタル技
術等が進展することで、現在のソリューションよりも費用面で安価であ
ったり、業務効率化をより進めることが可能なソリューションを導入す
ることで、更なるコスト削減ができる可能性はあるため、引き続き情報
収集に努める。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      561】

広聴活動事業 広報広聴課　広報広聴係

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

― ― 継続 単独

・市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２

・現状の広聴手段である①面談、②広聴箱、③郵便、④電話、⑤ＦＡＸ、⑥Ｅメールのほか、各担当課で実施する⑦施
設見学会、⑧市民アンケート、⑨各種懇談会、⑩パブリックコメントの利用増、機会の拡充を図る。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 市民が市へ意見や要望を伝える手段の数 個 10 10 10 10

活動指標２

・市政に対する市民の意見、要望、提言等を伝える媒体を整備することで、市民が市政に関する意見を伝えやすくなる
。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 1年間に寄せられた意見や要望の件数（陳情・要望・市民の声） 件 650 1,073 550 674

成果指標２ 1年間に寄せられた意見や要望の件数（パブリックコメント） 件 114 79 44 89

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 0 0

5,340 5,325 5,323 5,378

5,340 5,325 5,323 5,378

市民からの意見・要望を所管課に伝え、市政に反映さ
せる。

人件費事業

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

・市民の市政に対する意見、要望、提言を行政に反映させるために事業を開始。
・平成16年度に政策審議室広報広聴担当から現在の企画政策部広報広聴課に体制を格上げして事業に当たっている
。

・意見や要望などを伝える媒体として、スマートフォン等の普及に伴いインターネットの利用増加が続いている。
・庁内各部署にメールアドレスが配置され、意見や要望に対する回答の迅速化が図られた。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

市政に対する意見・要望の件数は、気象状況や制度改正などによって年
度による変動があるが、手軽に意見が寄せられる媒体の整備、市民相談
所への広聴担当職員の配置、広聴活動の周知などにより、毎年多くの市
民の声が寄せられている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

市民が日頃感じていることや提案などを気軽に寄せられる新たな広報媒
体の整備や運用を検討する余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

業務委託による事業の効率化や人件費の削減など、今後も調査研究を続
けることにより、コストの削減も期待できる。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      562】

広報えべつ発行等事業 広報広聴課　広報広聴係

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

― ― 継続 単独

・市民
・世帯

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２ 世帯数 世帯 58,668 59,100 59,427 59,427

・Ａ４判１色刷（表・裏表紙はカラー印刷）、月平均27ページ、毎月1日付、年12回発行。
・編集の一部及び印刷、製本については業務委託し、発行に係る企画、取材、編集、版下作成を直接職員が行う。
・配布については、自治会に郵送し各戸配布を依頼している他、ホームページへの掲載、自治会未加入者等のために市
内の大学、公共施設、ＪＲ駅、郵便局、大学・企業の寮、コンビニ、スーパー、病・医院、理容院等にも設置。
・転入者に江別での生活情報をまとめた「江別生活ガイドブック」を配布する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 月平均作成部数 部 47,088 47,177 47,176 47,100

活動指標２ 広報配布箇所数 箇所 261 258 260 259

・市政の基本方針をはじめ、業務や事業の紹介、制度改正、市民活動団体の紹介等、市民生活に係る事項について市民
に周知される。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 配布率 % 79 78.4 78 79.1

成果指標２ 広報えべつを読んでいる市民の割合 % 76.9 79.9 78.8 79.5

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

13,747 13,879 13,915 15,974

11,444 11,411 11,406 12,293

25,191 25,290 25,321 28,267

広報えべつの発行、転入者向けの生活情報をまとめた
冊子「江別生活ガイドブック」の発行

広報えべつ作成経費　13,639千円
江別生活ガイドブック　276千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成 

果 

向 
上 

余 

地

コ 

ス 

ト

市の事業や業務、事務内容及び市民生活に関する情報の周知・理解を図るため、昭和25年に「町政だより」として
発刊。昭和29年7月の市制施行を機に「市政だより」、昭和41年5月に「広報えべつ」と名称を改めて市政情報を発
信している。

配布については自治会による戸別配布を基本としているが、高齢化や自治会未加入者の増加等により全戸配布が困
難となってきており、配布方法について継続的な検討を要する。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

インターネット媒体の情報が充実してきたため、多少数値に影響は出て
いるが、広報誌では引き続き、見やすい誌面の構成や積極的な特集記事
の掲載に努めるほか、業務の最適化の観点から一部定型記事の作成業務
の委託や、スーパー・コンビニ・病院等への設置により、多くの市民が
閲覧できるよう努めている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

内容が豊富な反面ページ数が多いため、掲載情報の整理や文章の簡略化
、イラストやグラフの活用等により、見やすく分かりやすい誌面作りを
進める。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

・有料広告件数の増加による広告料収入の増
・市職員全員が広報パーソンであるという意識の醸成を引き続き図ると
ともに、広報誌の費用対効果に対する意識を共有する。（掲載内容の選
択と集中）

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号      966】

ウェルカム江別事業 広報広聴課　広報広聴係

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

平成23年度 ― 継続 単独

・江別市外在住でこれから移住・定住を考える世帯

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 江別市内外の移住・定住を考える世帯（把握困難） 人 0 0 0 0

対象指標２

・江別市の魅力をPRするリーフレット及びホームページ・SNSを作成・運営し、情報発信する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ パンフレット等作成部数 部 5,000 5,000 2,500 0

活動指標２ ホームページ更新回数（年間） 回 10 1 7 12

定住先候補として江別市に興味を持っている市外在住者に対して、良好な住環境などを知ってもらったり、良いイメー
ジを持ってもらうことで、移住動機を強めてもらう。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ パンフレット等配布部数（年間） 部 5,000 5,000 2,500 0

成果指標２ ホームページのアクセス件数（年間ページビュー） 件 20,390 34,115 43,595 38,610

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

277 316 459 0

1,526 1,521 1,521 768

1,803 1,837 1,980 768

・江別の住み良さをPRするリーフレットの作成
・市勢要覧の作成

・江別の住み良さをPRするリーフレットの作成　275
千円
・市勢要覧の作成　184千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析
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ト

　日本は本格的な人口減少の時代を迎え、江別市においても平成17年をピークに人口が減少し、少子高齢化も確実
に進行している。
　今後、定住人口や交流人口を増加させるため、江別市外の方に江別の良さを印刷物等でアピールし、江別市の人
口増加に寄与することを目的として、事業を開始した。

　PRリーフレット、市ホームページのほか、SNSなどにより道内外に向けて多様な媒体での情報発信が可能となって
きている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

当事業の成果指標のみをもって成果をとらえることは難しいが、近年、
ホームページのアクセス件数は伸びており、今後に期待できる。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

SNSをはじめとした多様な情報発信媒体の普及により、多くの人が手軽に
情報を受け取れるようになった。共感されやすい話題を発信していくこ
とで、さらに江別市の魅力が認知される余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

リーフレットの配布方法の見直しなどにより、コストを削減する余地は
ある。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     1022】

ホームページ運営事業 広報広聴課　広報広聴係

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

平成13年度 ― 継続 単独

・市民および江別市の情報を必要としているインターネット利用者

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ インターネット利用者数（測定不能） 人 0 0 0 0

対象指標２

・市公式ホームページにより市政情報やイベント情報などを提供する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 情報更新回数（年間） 件 5,465 6,618 5,695 5,600

活動指標２

・市政情報などを迅速かつ分かりやすく提供することで、市と市民が行政情報を共有する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ ホームページアクセス数（年間） 回 6,591,588 9,828,275 6,489,966 7,101,000

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

240 1,812 1,812 1,813

7,629 7,607 7,604 8,067

7,869 9,419 9,416 9,880

市ホームページの管理・運営 コンテンツ管理システムの保守管理経費　1,748千円
ポケットWi-fiルータ使用料　64千円

 4年度

企画-35



事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析
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ト

インターネットの普及により、行政情報をいち早く発信するため、平成13年度に市の公式ホームページを開設し、
インターネットによる市政情報等の発信を開始した。

平成25年度、CMS（コンテンツ管理システム）の導入にあたり分類方法の見直し等を行い、閲覧者が見やすく、使い
やすいホームページとした。所管部署が直接、情報の更新等を行えるようになったため、より迅速な情報発信が出
来るようになった。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

平成25年度（平成26年1月）のCMS導入時、サイトの構成やデザイン、情
報分類方法等の見直し、市政情報の発信数の増加を図った。特に災害等
の緊急時におけるホームぺージの情報への需要は高い。スマートフォン
などの普及に伴い、SNSを活用した情報の拡散にも努めている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

SNSと連携した多角的な情報発信を進めており、多様化するニーズに対応
できるよう努めている。
今後、ニーズの変化に合わせ、必要な機能を持つCMSへの転換を計画する
ことで、より有効な情報発信が可能になる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

有料広告件数の増加による広告料収入の増。
CMSの導入により、所管課での情報更新が可能となっていることから、更
新作業などの運用をより効率的に行うことでコストを削減できる余地が
ある。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6138】

えべつシティプロモーション事業 政策推進課参事（シティプロモート・住環境活性化）

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

平成26年度 ― 継続 単独

市外居住者

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市外居住者 千人 125,760 125,382 124,828 124,711

対象指標２

・市内大学・企業・経済団体などとともに市のプロモーション（売り込みや知名度向上）のための推進組織（江別シテ
ィプロモート推進協議会）を設置し、官民一体的なプロモーションを検討の上、江別の魅力を発信するイベント等の推
進プロジェクトを実践する。
・市民等が協働してブログ等で江別の情報を発信するなど、まちのイメージを高めるための取組について、周知などの
支援を実施する。
・印刷物やホームページをはじめインスタグラムやフェイスブックなどのＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービ
ス）の活用など、状況に合わせた効果的な情報発信を検討の上、実施する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 推進プロジェクト等の活動回数 回 12 12 13 8

活動指標２

江別シティプロモート推進協議会における官民一体的なプロモーション、まちのイメージを高めるための戦略的な取組
、多様な情報発信の実践を通して、積極的に江別市の魅力をＰＲし、江別市に対する認知度、イメージを向上させる。
認知度やイメージの向上は、企業誘致、観光や転入促進など市外の対象に働きかける様々な活動を効果的・効率的に推
進するために必要な要素である。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 江別市の認知度の道内順位 位 20 20 21 18

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

3,826 4,150 5,215 4,804

15,258 7,607 7,604 7,683

19,084 11,757 12,819 12,487

・インスタグラムフォトキャンペーンの開催
・子育て世代向け地域ＰＲ
・地域おこし協力隊による地域ＰＲ

・フォトキャンペーン開催経費　　645千円
・子育て世代向けＰＲ経費　　　　510千円
・地域おこし協力隊報酬　　　　2,640千円

 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化
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理由
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理由

根拠
理由
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果
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因
分
析
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日本が本格的な人口減少の時代を迎え、江別市においても平成17年をピークに人口が減少し、少子高齢化も確実に
進行している。
今後、定住人口や交流人口を増加させるためには、まずは江別の良さが道内外に広く認知される必要があることか
ら、市内の関係団体からなる協議会（江別シティプロモート推進協議会）を設立し、江別の認知度向上を図れるよ
うな体制を構築していく。

江別市においては、平成17年をピークに人口が減少し少子高齢化が進行しているが、少子高齢化、都市部への一極
集中は全国的な傾向であり、ＰＲ合戦として多くの自治体が似たような取組みを行う中で、新聞・テレビ・雑誌・
ポスター等のマス広告的手法は莫大な費用がかかるうえにニーズや価値観の多様化に伴って一定の限界があり、こ
れを補う手法としてクチコミ情報の活用が注目されている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

成果指標はほぼ横ばいで推移しているが、ＳＮＳやパンフレット制作、
イベント等さまざまな手法での情報発信により、ホームページやＳＮＳ
を見た方からの問い合わせや、マスコミへの露出増加など、市への興味
関心は高まりを見せている。
また、地域における情報発信の担い手からは、さまざまな情報が共有さ
れるなど、情報発信の裾野は広がってきている。上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

現在の官民一体で取り組むスタイルは、まちの魅力の伝え方として効果
的であると考えるため、更に情報発信力を高めることで、まちの魅力の
広がりに期待でき、成果向上の余地は大きい。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

市民協働によるプロモート活動を進めており、既に有料広告を絞り込ん
でいるため、これ以上の削減は困難である。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6985】

情報発信強化事業 広報広聴課　広報広聴係

09 計画推進

02 透明性と情報発信力の高い市政の推進

令和 4年度 ― 新規 単独

市民及び江別市の情報を必要としている者

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民及び江別市の情報を必要としている者 人 0 0 0 0

対象指標２

新しい時代に向けた情報発信の強化

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 情報発信回数（年間） 件 0 0 6,202 16,287

活動指標２

多様化する利用者ニーズに対応した情報発信を行うことで、市と市民が行政情報を共有する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ フォロワー等数 人 0 0 26,684 29,273

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 2,106 1,286

0 0 1,521 1,152

0 0 3,627 2,438

ＬＩＮＥの江別市公式アカウントの本格導入・管理・
運営

ＬＩＮＥ公式アカウント
　初期構築　1,199千円
　運用費用　412千円
　友だち登録促進費用　495千円 4年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化
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理由
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果
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析
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情報発信調査研究事業において、モバイルファーストでパーソナライズされたプッシュ型の情報発信を強化するこ
となどが必要と判断したため。

現在、多くの情報サイトが、閲覧者の属性や趣向に最適化された情報を選別して表示したり、プッシュ型で新着情
報を通知するなど、様々な手法で利便性の向上に努めている。
インターネットには非常に多くの情報があるなか、市がホームページで発信する情報は必要に迫られなければ検索
されにくいため、もっとホームページが閲覧されるための手法が重要になっている。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

ＬＩＮＥ公式アカウントの本格導入により、計画以上に情報発信回数が
向上した。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

様々な情報媒体の活用や、先進事例の研究等により、多様化する利用者
ニーズに対応した情報発信を可能とすることで、更なる成果の向上が期
待できる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

多様化する利用者ニーズを反映した情報発信を効率的に行えるよう調査
研究を続けることで、コストの削減が期待できる。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6272】

生涯活躍のまち整備事業 政策推進課　主査（政策推進）

99 政策の総合推進 ３ 子どもから大人までいきいきと健康に暮らせるまちづくり

01 政策の総合推進 (１) 健康増進活動の推進

令和元年度 ― 継続 補助 事業補助

江別市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 119,883 119,777 119,333 119,333

対象指標２

・地域課題・ニーズの収集や、イベント・セミナー等の実施といった役割を担うコーディネーターを配置する。
・生涯活躍のまちを広く周知するためのＰＲを実施する。
・拠点地域を中心とした地域交流事業を実施する。
・障がい者の就労環境の充実のため、民間企業との連携会議や福祉事業所による説明会を開催する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ 生涯活躍のまち関連イベント開催回数 回 10 44 78 79

活動指標２

・江別市民が住み慣れた地域で、生涯にわたり医療・介護サービスの充実や生活利便性が確保され、安心した生活がで
きる。
・中高年齢者、若年層、障がい者など多様な主体の交流による「共生のまち」を実現する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 拠点地域内施設の利用者等の数 人 0 572 1,718 738

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

11,629 8,845 8,635 8,551

11,444 19,018 11,406 7,683

23,073 27,863 20,041 16,234

・コーディネーターの配置
・「生涯活躍のまち」のPR
・地域交流イベント等の実施
・障がい者就労環境充実に係る会議等開催

・コーディネーターの配置に係る経費　6,109千円
・「生涯活躍のまち」PR経費　143千円
・地域交流イベント等に係る経費　2,215千円
・障がい者就労環境充実に係る経費　168千円 4年度
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生涯活躍のまち（日本版CCRC）は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に明記され、地方創生の取組として
推進されている。
江別市では、国の構想に基づき、平成２９年３月に江別版「生涯活躍のまち」構想を策定した。本事業は、江別市
の特色を活かし、市民が市外に転出することなく、生涯にわたって安心して暮らし続け、中高年齢者や若年層、障
がい者など多様な主体が交流できる「共生のまち」の実現を目指すため、事業を開始した。

平成２９年度　江別版「生涯活躍のまち」構想策定
令和元年度　　江別市生涯活躍のまち形成事業計画策定
令和２年度　　生涯活躍のまちへの理解度を高めるため、市民ワークショップや市民説明会などを開催
令和３年９月　ココルクえべつ全面オープン

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和３年９月に全面オープンし、令和４年度は１年間を通して、地域交
流の取組を実施することができた。イベントにジモガクを通じた学生ボ
ランティアや地域のボランティアが多く参加したほか、８月～１０月に
実施したラジオ体操や大学と連携して実施した介護予防講座に多くの地
域住民が参加したことで成果につながった。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

引き続き小中学校、大学、自治会や商店街などとの連携を図り、地域交
流の取組を大麻地区や市内全域に広げてさらに多くの市民が交流する機
会をつくる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

令和５年度においても引き続きコーディネーターを設置して地域交流の
取組を実施しＰＲを実施する。
一方で、地域交流にかかる取組は、事業者のみならず、地域の自治会、
小中学校や大学と連携するなど、最小限のコストでより効果的な手法を
検討し実施していく。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6357】

次期総合計画策定事業 政策推進課参事（総合計画・総合戦略）

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

令和 3年度 ― 継続 単独

市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 0 119,777 119,333 119,333

対象指標２

・えべつの未来づくりミーティングの実施
・江別市行政審議会等の開催
・第６次江別市総合計画の総括
・第７次江別市総合計画の骨子の作成　等

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ えべつの未来づくりミーティングの開催回数（令和４年度まで） 回 0 5 26 0

活動指標２ 江別市行政審議会等の開催回数 回 0 1 18 17

市の中長期的なまちづくりの方針を定め、市の活力や住みやすさの向上に寄与する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 第７次江別市総合計画の策定方針及び骨子の策定（令和４年度まで） 件 0 1 1 0

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 5,356 6,421 5,084

0 5,325 12,927 13,061

0 10,681 19,348 18,145

・総合計画骨子の策定
・行政審議会等の開催
・えべつの未来づくりミーティング等の実施

・総合計画策定支援業務　4,785千円
・行政審議会に係る経費　946千円
・えべつの未来づくりミーティング実施に係る経費　
289千円 4年度
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現行の第６次江別市総合計画が令和５年度をもって終了するため、令和３年度から第７次江別市総合計画の策定に
向けて事業を開始した。

・総合計画の策定に当たっては、様々な機会を通じて市民参加の取組を行うこととしており、新型コロナウイルス
の感染防止に配慮しながら、様々なグループとの「えべつの未来づくりミーティング」や、ＷＥＢを活用した意見
募集である「えべつの未来づくりプロジェクト」などを実施した。
・令和２年国勢調査結果等を用いて、全国的な人口減少傾向を捉えながら人口推計を実施した。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和５年３月に開催された行政審議会において、「めざすまちの姿」、
「まちづくり政策」及び「えべつまちづくり未来構想の構成案」の審議
が終わったことを受け、骨子を策定した。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

総合計画の策定事業としての成果指標は、骨子の策定件数としているた
め、成果が向上する余地は小さい。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

策定支援事業者（委託）の選定に当たり、プロポーザル方式で行ったた
め、これ以上のコストの削減は難しい。また、新型コロナウイルス感染
症の流行により、市民意見を聴く手法について、大人数が集まる会議の
実施ではなく、少人数のグループを複数設定しての実施とするなど、き
め細かな事業展開が必要となった。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     6993】

未来型政策検討事業 デジタル政策室（デジタル政策）

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

令和 4年度 ― 新規 単独

市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 0 0 119,333 119,333

対象指標２

・市内有識者や関係団体などからなる検討委員会で、デジタル技術を活用したまちづくりについての意見交換を行う。
・「Ｄ＆Ｆ活用による未来型政策協議会」に参加し、デジタル等の最先端技術などを情報共有し、当市にとって持続可
能なデジタル技術の導入に向けた検討を行う。
・デジタル技術を活用したまちづくりについてのＰＲ企画を実施する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ デジタル技術に関する会議やイベントの開催回数 回 0 0 25 11

活動指標２

地域課題の解決や生活利便性の向上を図るための、当市にとって持続可能なデジタル技術を活用した取組みについて検
討するとともに、その必要性について、市民や関係団体等の理解を深める。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ デジタル技術に関する会議やイベントの参加人数 人 0 0 1,102 52

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 665 631

0 0 7,604 11,525

0 0 8,269 12,156

・市民や関係団体などからなる未来型政策検討委員会
の開催
・具体的な事業などを検討する庁内会議の開催
・Ｄ＆Ｆ活用による未来型政策協議会への参加
・スマホ教室の実施

・未来型政策検討委員会の開催　　　３０３千円
・デジタル政策に関するＰＲ等　　　２９０千円
・その他（講師謝礼、消耗品等）　　　７２千円

 4年度
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近年多くの自治体では、少子高齢化や感染症対策など、特効薬のない社会課題に直面している。国では、デジタル
田園都市国家構想を策定し、急速に進んでいるデジタル技術を活用して、それらの課題を解決するための様々な政
策を展開し、地方の活性化を進めている。

全国的に、行政手続きのオンライン化や、民間団体等と連携したデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推
進する自治体が増えてきている。江別市においても、関係団体等と連携しながら、デジタル技術を活用した政策の
検討を進めて行くこととした。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

デジタル技術を活用したまちづくり推進のため、庁外・庁内の検討会議
を開催したほか、生涯健康プラットフォームの市民説明会については、
会場参加に加え、動画での配信も実施したことから、多くの市民が参加
した。
また、デジタルデバイド対策として、高齢者を対象としたスマホ教室も
開催しており、好評を得ている。上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

庁内各課と連携しながら、庁内検討会議を活用してデジタル政策の推進
に努める。
また、未来型政策検討委員会をはじめとした外部団体との情報共有を図
り、市民ニーズを把握するとともに、さらなるデジタル技術を活用した
まちづくりの機運醸成に努めていく。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

紙での資料をデータで共有したり、会議をオンライン開催にするなど、
細かい部分でのコスト削減も含め、効果的な手法を検討していく。

ある

▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 5年度 （令和 4年度実績）
【事業番号     7013】

生涯健康プラットフォーム推進事業 デジタル政策室（デジタル政策）

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

令和 4年度 ― 新規 補助

市民

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

対象指標１ 市民 人 0 0 119,333 119,333

対象指標２

群馬県前橋市が整備するデータ連携基盤を利用し、統合IDを通じて個別最適化されたサービスを提供する。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

活動指標１ ユーザー数（累計） 人 0 0 384 15,000

活動指標２

デジタル機器やAI等の技術を活用して、市民が生涯に渡って自らの健康を管理していくことが出来る仕組みを構築する
ことで、健康寿命の延伸や地域産業の活性化が図られる。

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

成果指標１ 地域生活の幸福度割合（健康状態） ％ 0 0 78.4 80

成果指標２

 2年度実績  3年度実績  4年度実績  5年度当初

0 0 398,950 0

0 0 22,812 0

0 0 421,762 0

・健康管理アプリの開発、運用 ・システムの開発・運用に係る費用　398,950千円

 4年度
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江別市は、これまで「健康都市宣言」による行政主導の健康意識向上、市内大学と連携した健康管理システムの開
発、食と健康の関係性に着目した“江別モデル”（食と健康の臨床試験システム）の取り組み、地域コミュニティ
等の健康づくりの輪の機会創出等、様々な健康関連事業に取り組んできた。これらを、国の「デジタル田園都市国
家構想推進交付金」を活用してデジタル化し、健康寿命の延伸や医療費の適正化に結び付けていくこととした。

コロナ禍によって社会経済情勢や人々の生活形態が大きく変化し、テレワークをはじめとしたデジタル技術の利活
用が浸透しており、様々な場面でデジタル技術を活用する機運が急速に高まっている。
本事業においても、当市がこれまでに推進してきた健康に関する取組を、国のデジタル田園都市国家構想のもと、
デジタル化することで、簡単に自身の健康管理ができ、健康意識の向上につながる取組みを進めていくこととした
。

令和 4年度の実績による担当課の評価（令和 5年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

令和５年２～３月にかけて市民説明会を実施し、アプリを利用すること
によって簡単に個人の健康管理ができることを説明した。
３月末にはアプリがリリースされ、各種サービスが利用できるようにな
り、健康意識の向上につながった。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

大学や民間事業者と連携し、マーケティングや普及促進を図っていくほ
か、機能拡張などについても検討し、よりよいサービス提供に努めてい
くことで、ユーザー数の増加や満足度の向上に繋がる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

市のみならず、大学や民間事業者と協力しながら、事業ＰＲや機能改善
に努め、最小限のコストでより効果的な手法を検討し、実施していく。

ある

▼

なし
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